別記様式第１－２号（第１条第２号及び第３号関係）（生産者用）
登　　録　（変　　更）　申　　請　　書

番　　　　　号
年　　月　　日

独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　　　　　　　　殿

申請者
事務所の所在地
名称
代表者の役職及び氏名　　　　
（注：申請者が個人の場合は「事務所の所在地、名称、代表者の
役職及び氏名」に替えて「住所、氏名」とする。）
　
農畜産業振興機構の登録を受けたいので、（○年○月○日で独立行政法人農畜産業振興機構の登録を受けた事項について変更したいので）独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書第87条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記
1 名称（氏名）
2 事務所の所在地（住所）（※１）
3 代表者の役職及び氏名（※２）
4 経営形態：　個人、個人以外（ 法人格あり・法人格なし）（該当区分に○）
5 対象野菜の種別別作付面積及び野菜指定産地名
	種別名
	作付面積(ha)
	野菜指定産地名

	
	
	

	
	
	

	
	
	





　６　添付書類	　
・野菜価格安定法人等の確認書（別記様式第７号）（※３）
・対象野菜の種別別過去直近年の出荷実績（付属資料）・・・参考(3)
・直近の対象野菜の出荷伝票の写し
・作付面積が独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書第86条第２項　　で定める基準以上有することを証明する書面（例：農地台帳、農業委員会発行の耕作証明書、農地の利用権設定に係る契約書等の写しに対象野菜名を記したもの）・・・参考(1)(2)
・定款又は規約（参考として設立総会議事録）（※２）
・登記簿謄本又は抄本（※４）

［以下法人格のない協業経営体に限り追加提出。] 
・２以上の者が次に掲げる事項のすべてを行っていることを証明する書面（例：前年度の作業日誌、決算書等）
(1)生産資材及び機械、施設等の共同購入又は機械、施設等の共同利　用
　(2)品種及び作付体系の統一
　(3)播種、防除及び収穫の基幹作業の共同実施
・２以上の者が選別及び集荷を共同で行っていることを証明する書面（例：前年度の作業日誌）
・２以上の者が共同で出荷した野菜の販売金額をプールして分配していることを証明する書面（例：前年度の決算書）

（※１）申請者が個人以外の場合は「事務所の所在地」、個人の場合は「住所」
（※２）申請者が個人の場合は不要
（※３）実施細則第７条に基づく野菜価格安定法人への委託がない場合は不要
（※４）申請者が個人又は法人格のない協業経営体の場合は不要


付属資料
対象野菜の過去直近３年間の月別出荷数量(※)
団体名又は生産者名：　　　　　　
対象野菜の種別：　　　　　　　　
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	合計
	
	
	


本表に、直近年のひと月分の日別出荷実績及び当該月の任意の
１日分の仕切書又は出荷伝票を添付すること。

　（※）申請者が生産者の場合は「対象野菜の過去直近年の月別出荷数量」
　　　　とする。
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